
時間外労働

体 日 労 働
に関する協定屈

様式第 9号の4(第 70条関係 )

労働保険番号 回 回 回回 □
1都迦在県|1彊」1 管轄 |

団□団図□ 団 日回 団団団回
1  枝番号  |1被 一括事業場番号 |

法人番号 団 団 □□□□ 回 日 団 団 □ 日□

協定の有効期間

医療業
医療法人社団 栗整形外科病院
栗整形外科病院

(〒  799 ~ 0422  )
四国中央市中之庄町398番地 1

(電話番号0896-  24 5550) 令不Π7/手 4月 1日 から1年

時

間

外

労

働

時間外労働をさせる

必要のある具体的事由
業務の種類

労働者教

G撓 )
所定労働時間

(1 日 )

(任意)

ることができる

1日

定 労 Tりl時 間
え る 時 間

え る 時 間

1箇月 (①については 45時間ま
②については42時間まで)

定労働時間
え る 時 間

え る 時 間

1年 (①については360時間まで
Эについては 320時間まで)

起算日

(年月日) 令和
7年4月 1日

/去定労働時間を
超 え る 時 間 勢

牙定労働時間 を
超 え る 時 間 郭

(4F‐青)

③ 下記②に該当しない労働者

急愚等、やむを得ない場合 医師業務 タグ監 4H手間 4日寺間 45時間 45時間 360時間 360ド子F日司
し 事務業務等 14坊考 4Bキ闇 4時間 45Π寺閣 45時間 380日寺F月日 360時間

急患等、やむを得ない場合 看誇業務 21完 4時間 4時間 45時間 45時間 360時間 360HttF日耳
急患等、やむを得ない場合 リハビツ業務 9名 4口寺間 4時間 45時間 45時間 360日寺間 360時間

② l年 lF位の変形労働時間キ」に

より労働する労働者

休

日

労

働

休日労働をさせる必要のある具体的事由 業務の種類
労働者数

頓鶴 )
所定休日

(任意)

労働 させることができる
法 定 体 日 の 日 数

労働させることができる法定

l木日における始業及び終業の時刻

医療機関の体日当番医等人 足 る 医師詫務・看誰業券 リハビリ業 32ネ lヶ 月あ′ り1日 9 :00-18 : 00
務・事務業務等

上記で定める時間数にかかわらず、時間外労働及び休日労働を合算した時間数は、 1箇 月について 100時間未満でなければならず、かつ 2箇月から6箇月までを平均 して 80時間を超過しないこと
ご
(医業に従事する医師は除 く。)。

(チェックボックスに要チェンク)

イこ

め る わか か リ
エ
ら び休時間外労働及 労範

'Jを

合算日 数した時間 子ま r)し|こ  ヽて 00 か つ つ 予月 て 960年 にで な間未満 ればな1サ ずら し Cはく 水準医療機関にお に る業務係 る 師医に従事す
又は連携 水B 準医療機関か し さ るれら他の病院若 くは診療所に派遣 師医 当該指定に る係 る派遣に係 のに限も る つに Ч`こ子ま 時間)860 下以 らでなければな な と (た し 、だ 箇1 に い て 00月 時間 と以上 るな Dミと まれ る つ し て見 込 医師に

実施を し面接指導 め健康確保のた な措置に必要な就業上の適切 る場合はを講ず 月 たし 001 箇 の時間外 び休労働及 労働を合算日 時間数が 時間以上 な1こ もつ て えし支差 なし チ 月ヾ スビ ク クツ 要 チ クツ

労働及び休日労働を合算した時間数が 100時間に到達する前に疲労の蓄積の状況等を確認し、面接指導を行うこと (A水準医療機関で勤務する医師で疲労の蓄積が認められなしヽ場合は、
ご
100時間以上となつた後での面接
(チエンクボツクスに要チェック)指導でも差し支えない。)。 また、面接指導を行つた医師の意見を踏まえ、労働者の健康確保のために必要な就業上の道切な措置を講ずること。

1箇月の時間外

1箇月の時間外労働及び休日労働を合算した時間数が 100時間以上となることが見込まれる場合、以下の措置を講ずること,

1箇月の時間外労働及び休日労働を合算した時間数が 155時間を超えた場合、労働時間短縮のための具体的な措置を行うこと。 げ (チェックボックスに要チェック)

協定の成立年月 日   令 不日7年   3 月   13日

協定の当事者である労働組合 (事業場の労働者の過半数で組織する労働組合)の名称又は労働者の過半数を代表する者の

協定の当事者 (労働者の過半数を代表する者の場合)の選出方法 ( 職 場集 会 で の挙 手 に よ る選 出

上記協定の当事者である労働組合が事業場の企ての労働者の過半数で組織する労働組合である又は上記協定の当事者である労働者の過半数を代表する者が事業場の全ての労働者の過半数を代表する者であること

与宅鵞 、、皮 -71iど
,1とョ

文
ご (チェ, チェック)

上記労働者の過半数を代表する者が、労働基準法第 41条第 2号に規定する監督又は管理の地位にある者でなく、かつ、同法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして実施される投票 挙手等の方法による手続により選出された者
であつて使用者の意向に基づき選出されたものでないこと。

年 月 日

名

名

職

氏

院長

新居 浜 労彊む基準監督署長殿

使用者
武内 啓

ご (チェックボックスに要チェック)


